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この報告書は、平成２４年１０月から平成２５年９月までの

１年間に、秋田県内への転入や秋田県外への転出及び県内での

移動により市町村に届け出た転入者及び転出者の御協力を得

て、その移動理由を調査しとりまとめたものです。

人口に関する統計は、近年の少子・高齢化の状況や地域特性

等を把握するうえで最も基本的な指標であり、人口移動に関す

る基礎資料であるこの報告書が、秋田県の人口動態等を収録し

た冊子「秋田県の人口」とともに、広く各分野で御活用いただ

ければ幸いです。
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Ⅰ 調査の概要

１．調査目的

県民の県内・県外への移動の理由について、その実態を把握し、行政施策の基礎資料を得

ることを目的とする。

２．調査対象

県内市町村へ住民基本台帳法に基づき届け出た転入者と転出者を対象とする。

３．調査事項

（１）転出入区分

①県外からの転入（以下、「県外転入」という。）

②県外への転出（以下、「県外転出」という。）

③県内市町村間での移動（以下、「県内移動」という。）

※県内移動では、転入者のみを対象として調査を実施・集計した。

（２）性別及び年齢

（３）移動の主たる原因者（以下、「移動原因者」という。）が秋田県出身か否か

※移動原因者：P３掲載の調査票において、質問２の①欄に記載された者

（４）移動原因者の主な移動理由

（５）仕事の関係で移動する者については、移動前後の事業の種類

４．調査及び集計

県が各市町村へＰ３の調査票による調査を依頼し、市町村において転入または転出の届出

を行う者から任意で調査票に記入してもらい、その調査票を回収し集計した。

５．調査期間

平成２４年１０月から平成２５年９月までの１年間

６．調査票回収率

「４」により集計した回答者数を、別途「秋田県年齢別人口流動調査」により集計した実

移動者数で除してこの調査の回収率を算出した。

７．調査票の集計方法について

家族など２人以上の複数人で移動した場合、調査票には移動者全員の性別、年齢を記入す

ることとしているが、移動理由については移動原因者のみの理由を選択し回答することとし

ている。このため、移動原因者と一緒に移動した家族等の理由については、調査票に記載さ

れた移動原因者と同じ理由で移動したとして集計した。

【集計事例】

父、母、子の親子３人家族が父の転勤により移動し、調査票には「移動原因者」が父で「移動

理由」は「転勤」と回答した場合

→ 移動理由は「転勤」で、「３人」が移動したと集計（母と子の移動理由も「転勤」として集計)
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８．移動理由の区分

移動理由は次のように分類し、調査及び集計を行った。

なお、本報告書中において移動理由の順位付けを行う際は、「その他」を除いて順位を付

している。

９．利用上の注意

本文に掲載している割合は、本報告書巻末の「調査集計表」掲載数値を用いて算出し小数

点第２位を四捨五入しているため、本文表中各項目の数字の合計が総数と一致しない場合が

ある。
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Ⅱ 調査結果の概要

１．転入・転出区分別移動理由割合

調査対象者を転入・転出区分で３つに分類し、それぞれの回答者についてその移動理由割合

をみると次のようになっている。

（１）県外転入
調査期間中の県外転入者総数は 13,797人で、このうち 3,988人(28.9％)から回答を

得た。
県外転入の移動理由で最も多いのは「家族と同居」で 23.4％、次いで「転勤」

22.5％、「転業・転職」 15.4％などとなっている。
県外転入者のうち、「仕事の関係」（「転勤」「転業・転職」「就職」「家業後継」の合計）

で移動した者の割合は 48.1％となっている。
平成21年から25年までの移動理由割合の推移をみると、24年に4年ぶりに50％を超え

た「仕事の関係」の割合が、前年から3.9ポイント低下して40％台となった。その一方
で、「家族と同居」は前年から 1.6ポイント上昇している。

（２）県外転出
調査期間中の県外転出者総数は 18,040人で、このうち 5,449人(30.2％)から回答を

得た。
県外転出の移動理由で最も多いのは「就職」で 32.0％、次いで「転勤」 22.0％、

「進学・卒業等」 14.6％などとなっている。
県外転出者のうち、「仕事の関係」で移動した者は 64.8％で、県外転出者の６割以上

が仕事関係の理由で移動している。
平成21年から25年までの移動理由割合の推移をみると、平成25年は「仕事の関係」が

前年を 0.7ポイント上回り3年連続で上昇した。また、「結婚・離婚」が前年から 1.0ポ
イント上昇してこの5年間では最も高い割合となった。その一方で、「進学・卒業等」の
割合は前年を 0.1ポイント下回りこの5年間では最も低い割合となった。

（３）県内移動
調査期間中の県内移動者総数は 10,623人で、このうち 4,321人(40.7％)から回答を

得た。
県内移動の移動理由で最も多いのは「転勤」で 25.6％、次いで「結婚・離婚」

23.2％、「家族と同居」 15.9％などとなっている。
県内移動者のうち、「仕事の関係」で移動した者は 35.5％で、県外の転出入に比べ低

い割合となっている一方で、仕事以外の「結婚・離婚」、「家族と同居」、「住宅事情」の
合計は 53.3％で過半数となっている。

平成21年から25年までの移動理由割合の推移をみると、平成25年は「仕事の関係」及
び「住宅事情」が前年を上回っていて、特に「仕事の関係」は3年連続で前年を上回っ
ている。一方で「進学･卒業等」は前年を0.8ポイント下回り、この5年間で最も低い割
合となっている。
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２．年齢階級別移動理由割合

調査対象者を転入・転出区分ごとに８つの年齢階級に分類し、それぞれの回答者について移

動理由割合をみると次のようになっている。

（１）県外転入

回答のあった県外転入者(3,988人)について、回答者の年齢階級別割合をみると、30

～39歳が 20.6％と最も多く、次いで20～24歳が 20.5％、25～29歳が 17.8％などとな

っている。

次に、回答者数割合の多かった上記３つの年齢階級についてそれぞれ移動理由割合を

みると、30～39歳では「転勤」が 33.3％と最も多く、次いで「家族と同居」が 21.2％

の順となっている。また20～24歳では「就職」が 23.7％で最も多く、次いで「家族と

同居」が 22.3％の順、そして25～29歳では「家族と同居」が 27.2％で最も多く、次い

で「転業・転職」が 22.7％の順などとなっている。

これら以外の年齢階級について移動理由割合をみると、15～19歳では「進学・卒業等」

が 48.3％で最も多くなっている。また、40～49歳及び50～59歳では「転勤」が最も多

くなっていて、特に40～49歳ではその割合が 43.3％と全ての年齢階級の中で最も高く

なっている。
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（２）県外転出

回答のあった県外転出者(5,449人)について、回答者の年齢階級別割合をみると、20

～24歳が 28.5％と最も多く、次いで15～19歳が 19.7％、30～39歳が 14.2％などとな

っている。

次に、回答者数割合の多かった上記３つの年齢階級についてそれぞれ移動理由割合を

みると、20～24歳では「就職」が 63.3％と最も多く、次いで「進学・卒業等」が

11.9％の順となっている。また15～19歳では「進学・卒業等」が 51.7％で最も多く、

次いで「就職」が 42.2％の順となっていて、この上位２つの理由の合計は 90％を超え

ている。そして、30～39歳では「転勤」が 45.2％で最も多く、次いで「転業・転職」

が 17.3％の順となっている。

これら以外の年齢階級について移動理由割合をみると、25～29歳、40～49歳及び50～

59歳の各年齢階級で「転勤」が最も多くなっている。
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（３）県内移動

回答のあった県内移動者(4,321人)について、回答者の年齢階級別割合をみると、30

～39歳が 25.3％と最も多く、次いで25～29歳が 17.9％、0～14歳が 13.4％などとなっ

ている。

次に、回答者数割合の多かった上記３つの年齢階級についてそれぞれ移動理由割合を

みると、30～39歳では「転勤」が 30.6％と最も多く、次いで「結婚・離婚」が 29.5％

の順となっている。また25～29歳では「結婚・離婚」が 36.6％で最も多く、次いで

「転勤」が 24.3％の順となっている。また、0～14歳では「転勤」が 27.9％で最も多く、

次いで「家族と同居」が 21.2％の順となっている。

県内移動では、県外転入や県外転出では上位に入らなかった「結婚・離婚」の割合が

各年齢階級で高くなっいる。特に15～29歳までの各階級で1位を占めているほか、30～

39歳でも「転勤」に次いで高い割合となっている。
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３．男女別移動理由割合

回答者のうち移動原因者（Ｐ１ ３(３)参照）について、転入・転出区分ごとに男女別の移

動理由割合をみると次のようになっている。

（１）県外転入
男の移動理由で最も多かったのは「転勤」で 26.2％、次いで「家族と同居」 21.4％、

「転業・転職」 18.6％の順となっている。また、女の移動理由で最も多かったのは「家族
と同居」で 28.0％、次いで「結婚・離婚」 15.3％、「転業・転職」 14.3％の順となって
いる。
男の移動理由では、「仕事の関係」が上位を占めているが、女では仕事以外の「家族と

同居」や「結婚・離婚」が上位を占めている。なお、移動理由が「仕事の関係」である割
合は、男が 57.8％で女は 33.4％となっていて、男が過半数となっているのに対して女は
男より 24.4ポイント低くなっている。

また、それぞれの移動理由割合について男女差をみると、男女差が最も大きいのは「転
勤」で男が女より 17.5ポイント上回っている。次いで男女差が大きいのは「結婚・離婚」
であるが、こちらは女が男を 13.1ポイント上回っている。
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（２）県外転出

男の移動理由で最も多かったのは「就職」で 36.5％、次いで「転勤」 25.4％、「進

学・卒業等」 14.6％の順となっている。また、女の移動理由で最も多かったのは「就職」

で 36.2％、次いで「進学・卒業等」 18.5％、「結婚・離婚」 13.5％の順となっている。

県外転出では男女ともに「就職」が最も多くなっていて、これ以降、男では仕事の関係

が続いているのに対し、女は仕事以外の理由が続いている。なお、「仕事の関係」で移動

した割合は男女とも県外転入を大きく上回り、男は 74.9％で女は 51.2％といずれも過半

数となっている。

また、それぞれの移動理由割合について男女差をみると、男女差が最も大きいのは「転

勤」で男が女より 19.0ポイント上回っている。次いで男女差が大きいのは「結婚・離婚」

で、こちらは女が男を 11.9ポイント上回っている。
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（３）県内移動

男の移動理由で最も多かったのは「転勤」で 35.8％、次いで「結婚・離婚」 14.9％、

「家族と同居」 14.2％の順となっている。また、女の移動理由で最も多かったのは「結

婚・離婚」で 40.7％、次いで「家族と同居」 15.5％、「転勤」 9.6％の順となっている。

男は県外転入及び県外転出に続いて仕事関係の「転勤」が最も多くなったが、これ以降

は仕事以外の理由が続いており、「仕事の関係」で移動した割合は 49.1％で県外の転出入

に比べ低くなっている。さらに、「結婚・離婚」の割合が 14.9％となり、県外転出入に比

べ10ポイント以上の大幅な上昇となっている。

また、女は県外転出入と同様に仕事以外の割合が高い傾向にあるが、特に「結婚・離婚」

は40％を超えて他の理由を大きく上回っている。このため、「仕事の関係」で移動した割

合は 19.1％に止まり、県外転出入に比べて低い割合となっている。

なお、それぞれの移動理由割合について男女差をみると、県外転出入と同様に最も男女

差が大きいのが「転勤」でこれに続くのが「結婚・離婚」となっている。しかし、いずれ

の理由でも20ポイント以上の開きがあり、県外転出入に比べて男女差は拡大している。
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（４）移動理由割合の年間比較

転入・転出区分別に男女の移動理由割合を前年（平成24年）と比較すると、次のように

なっている。

①県外転入

前年に比べ増減が最も大きかった移動理由は、男では「転勤」で 2.6ポイントの減

少、女では「転業・転職」で 1.6ポイントの減少となっている。

②県外転出
前年に比べ増減が最も大きかった移動理由は、男では「転勤」で 2.8ポイントの減

少、女では「転業・転職」と「進学・卒業等」で、前者が 1.8ポイントの増加、後者
が 1.8ポイントの減少となっている。

③県内移動

前年に比べ増減が最も大きかった移動理由は、男では「転業・転職」で 2.3ポイン

トの増加、女では「結婚・離婚」で 3.1ポイントの減少となっている。
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４．秋田県出身者の移動理由割合

移動原因者が秋田県の出身である者について、（１）転入・転出区分別、（２）男女別、（３）

年齢階級別にそれぞれ移動理由割合をみると、次のようになっている。

（１）転入・転出区分別移動理由割合

①県外転入

県外転入で割合が最も多かったのは「家族と同居」で 31.9％、次いで「転業・転職」

が 20.4％、「転勤」が 12.5％などとなっている。

「家族と同居」は、秋田県出身者以外の人も含めた場合でも最も多く（P５参照）、秋

田県出身者のみだとその割合がさらに 8.5ポイント高くなっている。

②県外転出

県外転出で割合が最も多かったのは「就職」で 42.2％、次いで「進学・卒業等」が

18.5％、「転勤」が 12.3％などとなっている。

「就職」は、秋田県出身者以外の人も含めた場合でも最も多く（P５参照）、秋田県出

身者のみだとその割合がさらに 10.2ポイント高く40％超となっている。
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（２）男女別移動理由割合

①県外転入

男で最も多かったのは「家族と同居」で 28.7％、以下「転業・転職」 22.8％、「転

勤」 17.0％などとなっている。

女で最も多かったのは男と同じく「家族と同居」で 36.7％、以下「転業・転職」

16.4％、「結婚・離婚」 11.9％などとなっている。

男は「仕事の関係」と回答した人の割合の合計が 53.6％と過半数となっているのに

対し、女は 30.2％に止まっている。

なお、女は「家族と同居」及び「結婚・離婚」と回答した人の合計が 48.6％となっ

ていて、半数近い人が仕事以外の理由で移動している。
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②県外転出

男で最も多かったのは「就職」で 43.5％、以下「転勤」 18.1％、「進学・卒業等」

17.1％などとなっている。

女で最も多かったのは男と同じく「就職」で 40.3％、以下「進学・卒業等」 20.3％、

「結婚・離婚」 13.5％などとなっている。

男女とも「就職」で県外へ転出する人の割合が最も多く、いずれも40％を超えている。

また、男女とも「進学・卒業等」の割合が県外転入に比べて大きく増加していて、女で

は 20％を超えている。

なお、「仕事の関係」で移動した人の割合は、男が 74.4％で女が 53.8％となってお

り、ともに県外転入を大きく上回っているが、県外転入と同様に男女間では 20ポイン

ト以上の大きな差がある。
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（３）年齢階級別移動理由割合

①県外転入

回答者の年齢階級別割合をみると、20～24歳が 26.9％と最も多く、次いで25～29歳

が 20.5％、30～39歳が 20.2％などとなっている。

次に、回答者数割合の多かった上記３つの年齢階級についてそれぞれ移動理由割合を

みると、20～24歳では「家族と同居」が 28.4％と最も多く、次いで「転業・転職」が

22.5％の順となっている。また25～29歳でも「家族と同居」が 36.2％で最も多く、次

いで「転業・転職」が 28.5％の順となっている。そして30～39歳でも「家族と同居」

が 32.3％で最も多く、次いで「転勤」が 20.0％の順などとなっている。

県外転入では15～19歳以外全ての年齢階級で「家族と同居」が最も多くなっているほ

か、15～19歳及び20～24歳を除いた全ての階級で30％を超える割合となっている。

なお、15～19歳では「転業・転職」が 30.1％で最も多いが、「家族と同居」はこれに

次いで多く 27.6％となっている。
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②県外転出
回答者の年齢階級別割合をみると、20～24歳が 35.8％と最も多く、次いで15～19歳

が 25.4％、25～29歳が 13.3％などとなっている。
次に、回答者数割合の多かった上記３つの年齢階級についてそれぞれ移動理由割合を

みると、20～24歳では「就職」が 67.1％と最も多く、次いで「進学・卒業等」が
12.1％の順となっている。また15～19歳では「進学・卒業等」が 53.3％で最も多く、
次いで「就職」が 44.3％の順となっていて、この上位２つの理由の合計は 97.6％にも
上っている。そして、25～29歳では「就職」が 30.0％で最も多く、次いで「転業・転
職」が 23.2％の順となっている。

これら以外の年齢階級について移動理由割合をみると、0～14歳及び60歳以上では
「家族と同居」が最も多く、30～39歳、40～49歳及び50～59歳では「転勤」が最も多く
なっている。

県外転出では、移動理由に各年齢階級別の特徴が現れていて、10代後半では進学や就
職、20代では就職、30代から50代までは転勤で移動する人の割合がそれぞれ最も多くな
っている。
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５．「仕事の関係」で移動した者の就業状態（転勤を除く）

移動原因者について、「仕事の関係」で移動した者のうち、移動理由が「転勤」以外の「転

業・転職」「就職」「家業後継」である者の移動前後の就業状態を転入・転出区分ごとにみると、

次のようになっている。

（１）県外転入

「仕事の関係」で県外転入した者の移動前後の産業別割合をみると、移動前は第１次産

業が 1.0％、第２次産業が 17.5％、第３次産業が 47.9％となっている。また、移動後は、

第１次産業が 7.5％、第２次産業が 19.2％、第３次産業が 44.4％となり、第１次及び第

２次産業では移動後に増加しているが、第３次産業では逆に減少している。

次に、移動前後で事業別の就業者割合をみると、最も多かったのは移動前後ともに「サ

ービス業」で、それぞれの割合は移動前が 25.5％、移動後が 24.5％であった。

また、移動前後で事業別就業者割合が最も増えたのは「農業」で 6.3ポイントの増加、

一方最も減ったのは「卸売・小売業、飲食店」で 2.8ポイントの減少であった。

なお、移動前に非就業者であった者のうち 95.1％が移動後に就業者となっている。こ

の就業状況を産業別にみると、第３次産業が 57.4％で最も多く、以下第2次産業、第1次

産業の順となっている。また、事業別にみると「サービス業」が 33.4％で最も多く、次

いで「製造業」が 26.2％、「卸売・小売業、飲食店」が 10.2％などとなっている。

（２）県外転出

「仕事の関係」で県外転出した者の移動前後の産業別割合をみると、移動前は第１次産

業が 0.6％、第２次産業が 7.5％、第３次産業が 14.8％となっているが、非就業者割合

が 76.3％と高くなっている。また、移動後は、第１次産業が 1.0％、第２次産業が

20.9％、第３次産業が 74.6％となり、全ての産業で移動前を上回っているが、特に第３

次産業では上昇幅が 59.8ポイントと大きくなっている。

次に、移動前後で事業別の就業者割合をみると、最も多かったのは移動前後ともに「サ

ービス業」であり、移動後は40％を超える割合となっている。

また、移動前後の事業別就業者割合を比較すると、全事業で移動後に割合が増加してお

り、最も増加したのは「サービス業」で 33.4ポイント、次いで「卸売・小売業、飲食店」

が 11.0ポイントの増加などとなっている。

なお、移動前に非就業者であった者のうち 98.9％が移動後に就業者となっている。こ

の就業状況を産業別にみると、第３次産業が 78.0％で最も多く、以下第2次産業、第1次

産業の順となっている。また、事業別にみると「サービス業」が 44.0％で最も多く、次

いで「製造業」が 14.8％、「卸売・小売業、飲食店」が 14.6％などとなっている。

（３）県内移動

「仕事の関係」で県内移動した者の移動前後の産業別割合をみると、移動前は第１次産

業が 1.4％、第２次産業が 11.7％、第３次産業が 45.1％となっている。また、移動後は、

第１次産業が 6.6％、第２次産業が 13.1％、第３次産業が 66.4％となり、全ての産業で

増加している。

次に、移動前後の事業別就業者割合をみると、最も多かったのは移動前後ともに「サー

ビス業」で、それぞれの割合は移動前が 20.8％、移動後が 35.8％であった。

また、移動前後で事業別就業者割合が最も増えたのは「サービス業」で 15.0ポイント

の増加であった。一方、就業者割合が減ったのは「卸売・小売業、飲食店」のみで 1.9ポ

イントの減少であった。

なお、移動前に非就業者であった者のうち 98.0％が移動後に就業者となっている。こ

の就業状況を産業別にみると、第３次産業が 76.8％で最も多く、以下第2次産業、第1次

産業の順となっている。また、事業別にみると「サービス業」が 36.4％で最も多く、次

いで「公務」が 18.5％、「製造業」が 11.3％などとなっている。



－20－



－21－



－22－





－24－



－25－



－26－



－27－



－28－



－29－



－30－



－31－



－32－



平成 25 年

秋田県人口移動理由実態調査報告書

平成26年３月発行

発行 秋田県企画振興部調査統計課
〒010－8570 秋田市山王四丁目１番１号

電話 ０１８－８６０－１２５８

この印刷物は350部作成し、印刷経費は１部当たり135円です。


